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第16号議案 

 

令和７年度宍粟市国民健康保険診療所特別会計予算 

 

令和７年度宍粟市の国民健康保険診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ215,595千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第１表 歳入歳出予算｣による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度

額、起債の方法、利率及び償還の方法は、｢第２表 地方債｣による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、100,000千円と定める。 

 

令和７年２月26日提出 

 

宍粟市長  福 元 晶 三  

 



金          額款

第 １ 表 　 歳 入 歳 出 予 算

－2－

（単位：千円）歳 入

項

診 療 収 入1 77,795

外 来 収 入1 77,795

使 用 料 及 び 手 数 料2 654

使 用 料1 235

手 数 料2 419

財 産 収 入3 35

財 産 運 用 収 入1 35

繰 入 金4 119,297

他 会 計 繰 入 金1 115,236

基 金 繰 入 金2 4,061

繰 越 金5 1

繰 越 金1 1

諸 収 入6 1,213

雑 入1 1,213

市 債7 16,600

市 債1 16,600

215,595歳              入              合              計



－3－

金          額款

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 171,550

施 設 管 理 費 1 171,550

2 医 業 費 32,161

医 業 費 1 32,161

3 介 護 サ ー ビ ス 事 業 費 3,593

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 事 業 費 1 3,593

4 公 債 費 8,291

公 債 費 1 8,291

215,595歳              出              合              計
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（単位：千円）

合　　　　計 16,600

施 設 整 備 事 業 15,400

医 療 機 器 整 備 事 業 1,200

　政府その他の金融機関の資金について
は、その融資条件による。ただし、市財
政の都合により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借
換えすることができる。

  年利３．０％以内
(ただし、利率見直し方式で借り入
れる資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直し後
の利率)

証 書 借 入

第 　　２ 　　表 　　　　　 地 　　方 　　債

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償　還　の　方　法
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 診 療 収 入 86,232 △8,43777,795

2 使 用 料 及 び 手 数 料 648 6654

3 財 産 収 入 34 135

4 繰 入 金 110,898 8,399119,297

5 繰 越 金 1 01

6 諸 収 入 1,198 151,213

7 市 債 2,000 14,60016,600

歳     入     合     計 215,595 201,011 14,584



地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

－6－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

110,70215,4001 149,471 22,079171,550 45,448総 務 費

6231,2002 37,678 △5,51732,161 30,338医 業 費

1,5833 2,110 1,4833,593 2,010介 護 サ ー ビ ス 事 業 費

8,2914 11,752 △3,4618,291公 債 費

歳     出     合     計 215,595 201,011 14,584 16,600 121,199 77,796
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国民健康保険診療所特別会計 1  診療収入

２　歳　入

（単位：千円）外来収入1診療収入（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

13,296現年度分115,486国民健康保険診療1 △2,19013,296 13,296現年度分

報酬収入

7,032現年度分17,712社会保険診療報酬2 △6807,032 7,032現年度分

収入

39,252現年度分144,531後期高齢者診療報3 △5,27939,252 39,252現年度分

酬収入

4,161現年度分13,693その他診療報酬収4 4684,161 4,161現年度分

入

11,640医療給付分現年度113,291一部負担金収入5 △1,39711,894 11,640医療給付分現年度分

分

252通所リハビリ分現2 252通所リハビリ分現年度分

年度分

2医療給付分未収繰3 2医療給付分未収繰越分

越分

2,160通所リハビリ分現11,519介護報酬収入6 6412,160 2,160通所リハビリ分現年度分

年度分

△8,43786,23277,795計

使用料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

33自動車使用料143自動車使用料1 △1033 33自動車使用料

192健康診断料1192健康診断料2 0192 192健康診断料

10行政財産使用料110その他使用料3 010 10行政財産使用料

△10245235計
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手数料2使用料及び手数料（款） 2 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

399診断書料1381診断書料1 18399 399診断書料

19証明書料121証明書料2 △219 19証明書料

1督促手数料11督促手数料3 01 1督促手数料

16403419計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 3

35利子及び配当金134利子及び配当金1 135 35国民健康保険診療所運営基金利子

13435計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 4

97,345一般会計繰入金188,847一般会計繰入金1 8,49897,345 97,345一般会計繰入金

17,891国民健康保険事業118,148国民健康保険事業2 △25717,891 17,891国民健康保険事業特別会計繰入金

特別会計繰入金特別会計繰入金

8,241106,995115,236計

基金繰入金（項） 2繰入金（款） 4

4,061国民健康保険診療13,903国民健康保険診療1 1584,061 4,061国民健康保険診療所運営基金繰入金

所運営基金繰入金所運営基金繰入金

1583,9034,061計

繰越金（項） 1繰越金（款） 5

1前年度繰越金11繰越金1 01 1前年度繰越金

011計
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国民健康保険診療所特別会計 6  諸収入

雑入1諸収入（款） 6 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

1,213雑入11,198雑入1 151,213 199休日在宅当直医手当補助金

1容器等売却料

1公衆電話通話料

781校医・園医等負担金

188医師住宅負担金

42光熱水費等負担金

1診察券再発行料

151,1981,213計

市債（項） 1市債（款） 7

15,400総務債12,000総務債1 13,40015,400 15,400過疎対策事業債（診療所施設整備事業）

1,200医業債10医業債2 1,2001,200 1,200過疎対策事業債（医療機器整備事業）

14,6002,00016,600計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 施設管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 171,550 149,471 22,079 15,400 110,702 45,448 1報 酬 31,160 会計年度任用職員報酬 31,160

費
2給 料 37,893 一般職給料 37,893

3職員手当等 33,889 扶養手当 886

地域手当 817

期末手当 8,810

会計年度任用職員期末手当 1,858

勤勉手当 7,247

会計年度任用職員勤勉手当 1,561

時間外勤務手当 1,100

通勤手当 1,097

管理職手当 1,992

特殊勤務手当 8,000

住居手当 126

児童手当 180

医師特別手当 215

4共 済 費 16,022 共済組合納付金 13,495

公務災害補償基金納付金 73

会計年度任用職員社会保険料等 2,454

8旅 費 2,175 普通旅費 133

会計年度任用職員通勤費用弁償 2,042

9交 際 費 15 診療所交際費 15

10需 用 費 4,055 文具消耗器材 873

図書・追録代 48

被服費 60

公用車燃料代 664

施設管理用燃料代 172

水道代 423
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国民健康保険診療所特別会計 1  総務費

（款） 1 総務費 （項） 1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

電気代 1,378

ガス代 27

物品修繕料 130

施設修繕料 280

11役 務 費 2,594 電話料 556

郵便料 55

通信回線料 538

タイヤ組替等手数料 8

車検代行手数料等 67

清掃手数料 106

Ｘ線ＦＢ検査料 322

麻薬管理者申請手数料 4

予防接種手数料 436

火災保険料 86

自動車損害保険料 80

医療賠償責任保険料 336

12委 託 料 13,011 清掃業務委託料 1,264

草刈作業等委託料 558

医療廃棄物処理委託料 151

眼科医等派遣委託料 6,035

送迎車運転業務委託料 2,086

システム保守管理業務委託料 514

設備機器保守点検業務委託料 1,600

Ｘ線装置漏えい線量測定等業務委

託料 132

施設防犯管理業務委託料 671

13使用料及び 591 自動車借上料 365
賃 借 料 テレビ受信料 65

システム使用料 53

物品借上料 108
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（款） 1 総務費 （項） 1 施設管理費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

14工事請負費 196 通信回線整備工事費 196

17備品購入費 15,499 備品購入費 15,499

18負担金､補助 14,415 退職手当組合負担金 5,875
及び交付金 互助会補助金 78

医師会費 642

医学会等参加負担金 90

研修会等参加負担金 1

協議会等負担金 185

医師派遣負担金 4,376

官舎利用負担金 36

クリーニング料等負担金 12

医師派遣負担金 3,120

24積 立 金 35 国民健康保険診療所運営基金積立

金 35

計 171,550 149,471 22,079 15,400 110,702 45,448

（款） 2 医業費 （項） 1 医業費

1医療用機 8,257 6,581 1,676 1,200 623 6,434 10需 用 費 800 物品修繕料 800

械器具費
11役 務 費 26 医療機器点検料 26

12委 託 料 3,248 医療機器保守点検業務委託料 3,248

13使用料及び 2,313 酸素濃縮装置借上料 2,275
賃 借 料 骨塩定量計測利用料 11

物品借上料 27

17備品購入費 1,870 医療機器購入費 1,870
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国民健康保険診療所特別会計 2  医業費

（款） 2 医業費 （項） 1 医業費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

2医療用消 2,520 2,676 △156 2,520 10需 用 費 2,520 医薬材料費 2,520

耗機材費

3医療衛生 21,384 28,421 △7,037 21,384 10需 用 費 19,700 医薬材料費 19,700

材料費
11役 務 費 1,684 特定健診手数料 4

臨床検査手数料 1,680

計 32,161 37,678 △5,517 1,200 623 30,338

（款） 3 介護サービス事業費 （項） 1 居宅介護サービス事業費

1通所リハ 3,593 2,110 1,483 1,583 2,010 10需 用 費 151 文具消耗器材 20

ビリサー 図書・追録代 10

ビス事業 公用車燃料代 100

費 施設管理用燃料代 20

食料費 1

11役 務 費 19 郵便料 11

自動車損害保険料 8

17備品購入費 1,583 公用車購入費 1,583

18負担金､補助 1,840 理学療法士派遣負担金 1,840
及び交付金

計 3,593 2,110 1,483 1,583 2,010

（款） 4 公債費 （項） 1 公債費

1元金 8,228 11,694 △3,466 8,228 22償還金､利子 8,228 長期債元金 8,228
及び割引料
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（款） 4 公債費 （項） 1 公債費

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

2利子 63 58 5 63 22償還金､利子 63 一時借入金利子 30
及び割引料 長期債利子 33

計 8,291 11,752 △3,461 8,291



１．一般職    

（１）　総　括

(28) 9

(28) 9

備考　１　（）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

9,270比  較 1,876 1,586 2,998 6,460 2,810

 

前年度 29,284 36,307 30,711 96,302 13,212 109,514  

千円 千円

本年度 31,160 37,893 33,709 102,762 16,022 118,784

職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区  分 職員数
給          与          費

共済費 合  計 備  考
報  酬 給  料
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

9

9

（単位：千円）

（単位：千円）

　ものについて記載している。

２　波賀診療所職員及び一宮北診療所職員が訪問看護ステーション業務を兼務する人件費を按分し減額している。

３　特殊勤務手当には、医師往診手当を含めて記載している。

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となった

28,112

比   較 △ 70 2,178

前年度 8,000 126 1,167 215

手当計

本年度 8,000 126 1,097 215 30,290
職員手当の内訳

区  分 特殊勤務手当 住居手当 通勤手当 宿日直手当 医師特別手当

1,100

比   較 130 817 706 595

前年度 756 1,992 8,104 6,652

寒冷地手当 時間外勤務手当

本年度 886 1,992 817 8,810 7,247 1,100

5,998

職員手当の内訳

区  分 扶養手当 管理職手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

比  較 1,586 2,178 3,764 2,234

 

前年度 36,307 28,112 64,419 11,334 75,753  

千円 千円

本年度 37,893 30,290 68,183 13,568 81,751

職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円

区  分 職員数
給          与          費

共済費 合  計 備  考
報  酬 給  料



　イ　会計年度任用職員

(28)

(28)

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについ

　て記載している。

２　（）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

３　旅費として支弁する通勤に係る費用弁償について、備考欄に記載している。

2,599

比   較 820

前年度

手当計

本年度 3,419

（単位：千円）

職員手当の内訳

区  分 特殊勤務手当 住居手当 通勤手当 宿日直手当 医師特別手当

比   較 443 377

前年度 1,415 1,184

寒冷地手当 時間外勤務手当

本年度 1,858 1,561

3,272

（単位：千円）

職員手当の内訳

区  分 扶養手当 管理職手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

比  較 1,876 820 2,696 576

通勤費用弁償 2,042

前年度 29,284 2,599 31,883 1,878 33,761 通勤費用弁償 1,949

千円 千円

本年度 31,160 3,419 34,579 2,454 37,033

計

人 千円 千円 千円 千円

区  分 職員数
給          与          費

共済費 合  計 備  考
報  酬 給  料 職員手当
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

昇給月 1月 9人

職員数 本年度 9人

前年度 9人

支給額の変更（子+1,500円　配偶者△3,500円）

地域手当の新設　817千円

期末・勤勉手当　355千円

支給率の引き上げ（年4.5月→4.6月）

職員手当 2,998

１  制度改正に
　伴う増減分

1,196 扶養手当　24千円

職員の異動等による増　　　982千円

会計年度任用職員分の増　　820千円

（会計年度任用職員を除く）

職員の異動等による等による増
３  その他の増
　減分

587

支給割合　2％

２  その他の増
　減分

1,802

給     料

１  給与改定に
　伴う増減分

千円 （会計年度任用職員を除く）

備          考

２  昇給に伴う
　増加分

336

（会計年度任用職員を除く）

普通昇給に係る昇給間差額×12月＝336千円

平均昇給率＝0.89％1,586

663
給与改定による増　663千円

給与改定率＝1.75％

区  分 増減額 増減事由別内訳 説          明

千円



（３）　給料及び職員手当の状況　　（会計年度任用職員を除く）

　ア  職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　イ  初  任  給 （単位：円）

1-5

1-25253,100 220,000

52歳8月 67歳7月

207,700 188,000

大     学     卒 1-25 220,000 1-1 291,400 2-9

高     校     卒 1-9 194,500 1-1

50歳4月平 均 年 齢

区          分 行政職 医師職 看護職 国の制度（行政職）

令和６年１月１日現在

373,300 544,500

68歳7月 48歳7月

1,355,900 375,569

平 均 給 料 月 額 311,740

平 均 給 与 月 額 446,149

看護職

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 365,350 548,000 307,030

平 均 給 与 月 額 334,649

平 均 年 齢 51歳8月

行政職 医師職

420,496 1,304,500

区                    分
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　ウ  級別職員数

級 級 級
１級 １級 １級
２級 ２級 ２級
３級 ３級 ３級
４級 ４級
５級
６級
計 計 計

１級 １級 １級
２級 ２級 ２級
３級 ３級 ３級
４級 ４級
５級
６級
計 計 計

　（級別の基準となる職務）

看 護 職 看護師 看護師 看護師長 所長、副所長

医 師 職 医師、副所長 副所長、医長、医師 所長

部長

課長

６級 ７級

行 政 職

主事 主事 主査 係長 副課長 次長

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

3 100.0 1 100.0 5 100.0

2 66.7

3 60.0
2 40.0令和６年１月１日現在

1 33.3 1 100.0

2 100.0 1 100.0 4 100.0

1 50.0

50.0
2 50.0

1 100.0 2

職員数（人） 構成比（％）

令和７年１月１日現在
1 50.0

区　　　分
行政職 医師職 看護職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）



（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

（人）

（人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（％）

　オ  期末手当・勤勉手当

国の制度 2.300 2.300 4.600 有

前年度 2.250 2.250 4.500 有

本年度 2.300 2.300 4.600 有

区     分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による
加算措置

備考
６月（月分） １２月（月分）

比率      （Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0 100.0 100.0

5

号給数別内訳
9 3 1 5前年度

職員数（Ａ） 9 3 1 5

昇給に係る職員数（Ｂ） 9 3 1

比率      （Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0 100.0 100.0

6

号給数別内訳
9 2 1 6本年度

職員数（Ａ） 9 2 1 6

昇給に係る職員数（Ｂ） 9 2 1

　エ  昇 給

区　　　　分 合　　　　計
代表的な職種

行政職 医師職 看護職
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　カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　キ  地域手当

　ク  特殊勤務手当

　ケ  その他の手当

住 居 手 当 同

給料総額に対する比率（％） 23.86

通 勤 手 当 異 交通用具使用者の場合、通勤距離１km以上とする

代表的な特殊勤務手当の名称 診療所医師の特別手当・診療所医師の往診手当・緊急呼出対応出勤の手当

区          分 国 の 制 度 と の 異 同 差  異  の  内  容

扶 養 手 当 同

0.9

支給対象職員の比率（％）（令和７年１月１日現在） 14.2 - 100.0 100.0

- 48.10

国の指定基準に基づく支給率（％） 2.0

区          分 全  職  種
代表的な職種

行政職 医師職 看護職

支給対象地域 兵庫県

支給率（％） 2.0

支給対象職員数（人） 9

３－４５％加算 兵庫県市町村職員退職手当組合

国の制度（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709 ３－４５％加算

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区     分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

応募認定退職に係る措置



地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　　　　　　

（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 元金償還見込額

１ 過 疎 対 策 事 業 債 39,898 30,582 16,600 8,228 38,954

合 計 39,898 30,582 16,600 8,228 38,954

※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合がある。

区 分

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当 該 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 現 在 高 見 込 額
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